
日本共産党八王子市議会議員団は6月8日の市議会本会議で、第3次補正予算について新型コロナウイルス感

染症から市民の命と健康を守る取り組みを強化する立場から、PCR検査の実施拡大、中小企業や学生支援、学

校再開にあたっての教員を増やし、少人数学級の実現を求めました。

1

日本共産党八王子市議会議員団ニュース 2020年６月１１日 ２１期 №１７

発行 日本共産党八王子市議会議員団 事務所 電話 （６４２）６３４４ FAX （６４６）８０５５ メール info@jcp8.jp

市議会定例会 第3次補正予算審議

●

党
市
議
団
は
、
家
族
が
発
熱
し
、
保
健
所
や
接

触
者
外
来
に
い
く
ら
か
け
て
も
つ
な
が
ら
な
い
、
直

接
保
健
所
に
い
っ
て
も
「
本
人
以
外
に
は
Ｐ
Ｃ
Ｒ
検

査
担
当
病
院
を
紹
介
し
な
い
」
と
対
応
さ
れ
た
こ

と
、
ま
た
受
診
・
相
談
し
た
患
者
さ
ん
の
中
に
は
、

「
新
型
コ
ロ
ナ
で
は
な
い
」
と
診
断
さ
れ
検
査
に
至

ら
ず
に
亡
く
な
ら
れ
た
事
例
を
紹
介
し
、
市
独
自

の
判
断
で
検
査
を
拡
充
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。

定額給付金・新生児へ対象拡大！
第2波に備え検査体制、くらし営業充実を

市
独
自
の
基
準

で
検
査
対
応
を

す
べ
て
の
中
小
企
業
者

を
守
る
支
援
を

市
独
自
の
学
生

支
援
対
象
を
広
げ
よ

教
員
を
増
や
し
、

少
人
数
学
級
実
現
を

●

党
市
議
団
は
、
こ
れ
ま
で
寄
せ
ら
れ
て
い
る
事
業
者
の
リ
ア
ル
な
実

情
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

あ
る
経
営
者
は「
緊
急
事
態
宣
言
が
出
さ
れ
て
以
降
、
営
業
し
て
い
る

だ
け
で
悪
者
扱
い
さ
れ
る
。
営
業
す
る
側
も
感
染
リ
ス
ク
が
怖
い
の
で
、

財
政
支
援
、
休
業
補
償
が
出
て
生
活
に
困
ら
な
い
の
で
あ
れ
ば
す

ぐ
に
で
も
閉
じ
た
い
」「
単
月
で
み
る
と
４
割
強
の
減
収
で
対
象
外

と
な
り
、
３
か
月
連
続
で
３
割
以
上
減
収
に
な
っ
た
ら
、
そ
も
そ
も

事
業
自
体
継
続
で
き
な
い
。
基
準
が
厳
し
い
」
と
語
り
ま
す
。

国
や
都
の
制
度
の
対
象
外
と
な
っ
て
い
る
事
業
者
に
市
独
自
の

支
援
を
求
め
ま
し
た
。

●

党
市
議
団
は
、
先
の
見
え
な
い
コ
ロ
ナ
の
影
響
か
ら
中
小
事
業

者
の
事
業
を
継
続
で
き
る
よ
う
に
財
政
支
援
の
ほ
か
に
、
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
助
成
や
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
助
成
制
度
の
創
設
な
ど
新
た
な

需
要
を
喚
起
す
る
取
り
組
み
を
求
め
ま
し
た
。

高
等
教
育
無
償
化
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
Ｆ
Ｒ
Ｅ
Ｅ
の
実
態
調
査
で
は
、
５
人
に

１
人
が
コ
ロ
ナ
に
よ
る
収
入
減
で
退
学
の
検
討
を
し
て
い
ま
す
。
国
の
学

生
支
援
の
対
象
は
10
人
に
１
～
２
人
程
度
と
限
ら
れ
て
い
ま
す
。

●

党
市
議
団
は
、
市
の
補
正
予
算
で
、
大
学
等
に
通
う
市
在
住
ま
た
は

市
内
出
身
の
学
生
８
０
０
人
を
対
象
に
1
人
10
万
給
付
す
る
こ
と
は
評

価
す
る
が
、
多
く
の
学
生
に
は
支
援
が
届
か
な
い
実
態
を
示
し
、
市
独

自
の
学
生
支
援
を
さ
ら
に
進
め
る
こ
と
が
必
要
だ
と
迫
り
ま
し
た
。

学
校
休
校
に
と
も
な
い
文
科
省
は
指
導
要
領
の
柔
軟
な
運
用
に
つ

い
て
通
知
し
て
い
ま
す
。
夏
季
休
暇
も
縮
小
さ
れ
、
学
校
の
変
則
的
な
対

応
で
児
童
生
徒
は
も
ち
ろ
ん
、
教
職
員
の
負
担
も
大
変
な
状
況
で
す
。

●

党
市
議
団
は
、
こ
う
い
う
時
だ
か
ら
こ
そ
、
市
の
学
力
テ
ス
ト
は
行
わ

ず
に
、
児
童
生
徒
・
教
員
の
負
担
軽
減
を
図
り
、
授
業
の
遅
れ
に
対
す
る

学
習
の
定
着
・
心
理
的
ケ
ア
の
た
め
の
時
間
等
に
充
て
る
べ
き
だ
と
た
だ

し
ま
し
た
。

●

党
市
議
団
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
経
験
を
踏
ま
え
、
よ
り
充
実

し
た
き
め
細
や
か
な
学
校
教
育
が
で
き
る
よ
う
、
今
こ
そ
少
人
数
学
級

の
実
現
を
求
め
ま
し
た
。

新型コロナ

感染対策

ＰＣＲ

検査

学校
教育

新
生
児
の
対
象

拡
大
（
市
長
答
弁
）

定額

給付

●

党
市
議
団
は
、
国
が
示
す
給
付
金
の
基
準
日
（
4
月
27
日
）
以
降
に
、

生
ま
れ
た
子
ど
も
が
1
人
10
万
円
給
付
や
児
童
手
当
の
加
算
を
受
け

ら
れ
な
い
こ
と
に
対
し
、
対
象
を
拡
大
す
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

市
長
か
ら
「
5
月
31
日
ま
で
に
生
ま
れ
た
新
生
児
も
対
象
と
な
る
よ

う
に
す
る
」
と
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

学生

支援

事業

支援



6月から国民健康保険税の納税通知書が郵送されます。新型コロナウイルス感染症拡大の影響で｢とてもじゃないけ

ど払えない！｣―という声が寄せられています。厚生労働省は４月８日、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、事

業収入等が３割減少した世帯に対し、自治体が国保料・税の減免を行った場合に、国が市町村に財政支援を行う事

務連絡を行いました。支援対象の期間は2020年2月1日から21年3月31日です。

高い国保税でお困りの方、減免申請など制度が分からず不安という方は、

党市議団にご相談ください。
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市民集会所の利用再開

● ６月15日（月）から再開

▽ 利用申込・抽選等の時期

（１）６月15日（月）から６月30日（火）までの利用分

利用日の１週間前の応当日の午前８時30分に各市民集会所の

窓口で申込、その場で抽選。その後随時申込受付。

※利用日が土曜日、日曜日の場合は金曜日に申込、抽選

（２）７月以降の利用分

感染予防に留意した申込方法について調整中

スポーツ施設の利用再開
● ６月６日（土）から再開

屋外運動施設

（野球場、ソフトボール場、サッカー場、少年野球

場、少年サッカー場等）

● ６月８日（月）から再開

体育館（３館）

（富士森・甲の原・総合体育館の貸切利用のみ※個人利用を除く）

※戸吹スポーツ公園スケートスケートパーク、富士森・上柚木公園

陸上競技場、体育館（３館）の個人利用については準備が整い次

第再開する。

▽ 利用申込み・抽選等の時期

（１）屋外運動施設

５月29日（金）から施設予約システムにて随時申し込み可能。

（２）体育館

６月４日（木）から施設予約システムにて随時申し込み可能。

市民センターの利用再開
● ６月15日（月）から再開

利用申込み・抽選等の時期

（１）６月15日（月）から６月30日（火）までの利用分

利用日の１週間前の応当日の午前９時に各市民センターの窓口

で申込み。その場で抽選。

（２）７月１日（水）から８月31日（月）までの利用分

６月15日（月）～６月20日（土）までにホームページ・FAX・窓口で

申込み。その後、抽選。

収入が減少した世帯へ国保税減免できます

くらしの情報

新型コロナウイルス感染症の影響で

● 減免対象となる世帯の要件と減免の割合

● 病床確保支援

（１） 患者受入支援事業

新型コロナ患者受け入れのために病床を確保した場合に、

１病床当たり12,000円/日を補助

（２） 外来診療体制支援事業

新型コロナ外来（帰国者・接触者外来）を設置した場合に、

都補助額の1/2を補助

（３） 高齢者等居場所確保事業

陽性患者の同居人（高齢者・障害者・こどもなど）の居場所確保

入院費の全額を補助

（４） 感染症対策支援事業

感染症対策として実施する研修等に係る経費を補助

● 医療従事者支援

（５） 医療従事者支援事業

医療従事者に対し支給する手当等に係る経費に対して、

１病床当たり12,000円/日を補助

※市内の医療機関のコロナ病床状況

４病院 １５９床

※上記支援のうち（３）（４）は2021年3月31日まで実施

医療機関に対する支援 １次補正予算で実現

● 市民の声にこたえて施設の利用再開が早まります！

１．世帯主が新型コロナウイルス感染症により死亡または重篤な傷病を負った世帯

２．事業収入等の減少が見込まれる世帯

（１）今年の事業収入が新型コロナの影響で最も減少した月と前年収入の平均額と

くらべて3割以上減少

（２）前年の合計所得が1,000万円以下

（３）事業収入等に係る所得以外の前年所得の合計額が400万円以下

※上記（１）～（３）すべてに該当する方

対象となる期間の保険税全額が免除

※該当する方は必ず保険年金課まで

でんわ６２０－７２３６

３．新型コロナの影響で離職または事業の廃止をした世帯

・前年の合計所得が300万円以下の

方は全額免除

・その他、所得金額に応じて減額

減額または免除


